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更生保護の犯罪被害者等施策の在り方を考える検討会 第４回会合 配付資料２

平成３１年４月～令和元年６月末までの被害者等施策の利用状況等（調査結果の概要）

１ 調査について
事務局は，本検討会の検討に資するため，平成３１年４月１日から令和元年６月３

０日までの間の，更生保護の犯罪被害者等施策の各制度（意見等聴取制度，心情等伝

達制度及び相談・支援制度）の利用状況について，全ての地方更生保護委員会（以下

「地方委員会」という。）及び保護観察所（地方委員会８庁及び保護観察所５０庁）に

対して，調査を行った。その結果，全庁から回答が得られた。

２ 結果の概要について
(1) 全体の概況

調査期間内（平成３１年４月１日から令和元年６月３０日までの３月間）におい

て，更生保護の犯罪被害者等施策の各制度の利用が認められた庁は，

地方委員会 ８庁 （全国の地方委員会の１００％）

保護観察所 ３７庁 （全国の保護観察所の ７４％）

だった。

各制度の利用状況（延べ利用件数）を，地方委員会の管轄ごとに整理すると下表

のとおりとなった。

延べ件数
全国 74 100.00% 29 100.00% 311 100.00%
北海道 5 6.76% 2 6.90% 18 5.79%
東北 1 1.35% 3 10.34% 26 8.36%
関東 38 51.35% 14 48.28% 122 39.23%
中部 4 5.41% 3 10.34% 38 12.22%
近畿 6 8.11% 3 10.34% 48 15.43%
中国 14 18.92% 2 6.90% 17 5.47%
四国 4 5.41% 0 0.00% 7 2.25%
九州 2 2.70% 2 6.90% 35 11.25%

意見等聴取 心情等伝達 相談・支援
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(2) 地方委員会からの回答
● 意見等聴取制度

(ｱ) 制度利用者数

調査期間内において，意見等聴取制度の利用が確認できた被害者等は，７０

人であった。

注 この「７０人」は，制度を利用した実人員。
同一の被害者等が複数回制度を利用した事案があるため，(1)の表の数値とは一致しない。

(ｲ) 制度利用者が制度を知った経緯（複数回答あり）

制度利用者が制度を知った経緯につき地方委員会が確認できたのは，６９人

であり，その内訳は次表のとおりとなった。

制度利用者が制度を知った経緯・複数回答あり 人数
更生保護官署から配布された広報資材 ６４人
裁判所又は検察庁 ６人
警察又は自治体 １人
弁護士 １人
親族 １人

(ｳ) 他の支援制度の利用歴（複数回答あり）

制度利用者が制度を利用した時点で他の支援制度を使っていたか否かにつき

地方委員会が確認できたのは，６４人であり，その内訳は次表のとおりとなっ

た。

他の支援制度の利用歴・複数回答あり 人数
被害者等通知制度 ６０人
警察又は自治体への相談等 ９人
被害者参加制度 ５人
意見等聴取制度の利用が複数回目 ５人
相談・支援制度 ４人
心情等伝達制度 ２人
意見陳述制度 １人
スクールカウンセラーへの相談 １人
なし １人
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(3) 保護観察所からの回答
ア 心情等伝達制度

(ｱ) 制度利用者数

調査期間内において，心情等伝達制度の利用が確認できた被害者等は，２９

人であった。

注 同一の被害者等が，調査期間内において複数回制度を使った事案は見られなかった。

(ｲ) 制度利用者が制度を知った経緯（複数回答あり）

制度利用者が制度を知った経緯について保護観察所が確認できたのは，２８

人であり，その内訳は次表のとおりとなった。

制度利用者が制度を知った経緯・複数回答あり 人数
更生保護官署から配布された広報資材 ２１人
裁判所又は検察庁 ６人
弁護士 ２人
更生保護官署への照会 ２人
民間の被害者支援団体 １人

(ｳ) 他の支援制度の利用歴（複数回答あり）

制度利用者が制度を利用した時点で他の支援制度を使っていたか否かにつき

保護観察所が確認できたのは２９人であり，その内訳は次表のとおりとなった。

他の支援制度の利用歴・複数回答あり 人数
被害者等通知制度 ２４人
相談・支援制度 ２２人
意見等聴取制度の利用 １１人
心情等伝達制度の利用が複数回目 ６人
民間の支援団体への相談等 ３人
警察又は自治体への相談等 ２人
意見陳述制度 ２人
被害者参加制度 １人



- 4 -

イ 相談・支援制度

(ｱ) 制度利用者数

調査期間内において，保護観察所の相談・支援制度の利用が確認できた被害

者等は，１９０人であった。

注 この「１９０人」は，制度を利用した実人員。
同一の被害者等が複数回制度を利用した事案があるため，(1)の表の数値とは一致しない。

(ｲ) 制度利用者が制度を知った経緯（複数回答あり）

制度利用者が制度を知った経緯につき保護観察所が確認できたのは１８８人

であり，その内訳は次表のとおりとなった。

制度利用者が制度を知った経緯・複数回答あり 人数
更生保護官署から配布された広報資材 １１７人
裁判所又は検察庁 ５４人
弁護士 ７人
知人 ７人
民間の被害者支援団体 ４人
警察又は自治体 １人

(ｳ) 他の支援制度の利用歴（複数回答あり）

制度利用者が制度を利用した時点で他の支援制度を使っていたか否かにつき

保護観察所が確認できたのは，１８７人であり，その内訳は次表のとおりとな

った。

他の支援制度の利用歴・複数回答あり 人数
被害者等通知制度 １４０人
相談・支援制度の利用が複数回目 ７８人
心情等伝達制度 ３０人
意見等聴取制度 ２１人
なし １８人
民間の支援団体への相談等 １２人
警察又は自治体への相談等 ９人
意見陳述制度 ６人
被害者参加制度 ２人

以 上


